
3 新船鼻保険の織務外疾病部門の給付  

（1）総論  

（⊃ 船員保険の職務外疾病部門については、以下に掲げるものを除き、基本的   

に現行制度の給付体系を維持すべきである。したがって、傷病手当金等につ   

いても、引き続き標準報酬月額を基礎としてその支給額を決定することとす   

べきである。  

（2）各論  

（報酬との調整）  

（⊃ 健康保険においては、傷病手当金及び出産手当金について報酬との調整規   

定を設け、報酬が支給される場合にはその限りにおいて支給しないこととし   

ているが、これは、傷病又は出産により職務に服することのできなくなった   

者に対する所得保障を行うという傷病手当金及び出産手当金の趣旨を踏ま   

えたものである。船員保険においては、現行ではこのような調整規定は設け   

られていないが、制度の趣旨を踏まえ、同様の調整規定を設けることが適当   

である。  

（⊃ また、傷病手当金及び出産手当金については、乗船時の給付制限が設けら   

れているところであるが、傷病手当金については、船員法において傷病中の   

給料請求権が規定されていること、また、給イ坤j限を解除すると船舶所有者   

の負担が新船員保険からの給付に振り替えられるおそれがあることから、現   

行どおりとすべきである。また、出産手当金についても、船員法において妊   

産婦を船内で使用することは原則として認められないこと、また、使用が認   

められる場合にあっては賃金が支給されることが当然に想定されることか   

ら、同様に現行どおりとすべきである。  

4 新船鼻保険の職務上特別給付部門の給付  

（1）総論  

（⊃ 船員保険における職務上疾病・年金部門の給付については、労災保険の給   

付に相当する部分は労災保険から支給するとともに、それ以外の部分は、職   

務上特別給付部門として新船員保険から引き続き支給することを原則とす   

べきである。  
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○ 職務上特別給付部門の給付については、現行の船員保険の給付水準を踏ま   

えつつ、ILO条約や船員法に定められた水準を念頭に、船員労働の特殊性   

に見合う補償水準と労災保険からの補償水準を考慮し、判断することが必要   

である。併せて、給付全体として、ILO第55号条約及び第56号条約と   

の実質的同等性が確保されるようにする必要がある。  

○ 職務上特別給付部門の給付であって被保険者が職務上の傷病等を負った   

場合の所得保障であるもの等については、保険料の徴収方法や職務上疾病・   

年金部門との均衡を考慮し、引き続き標準報酬月額を基礎としてその支給額   

を決定すべきである。  

○ 職務上特別給付部門の給付であって労災保険からの給付と併せて新船員   

保険から上乗せとして支給されるものについては、労災保険からの給付が行   

われることが前提であり、新船員保険における給付決定は労災保険における   

給付決定と整合性のとれたものである必要がある。例えば、労災保険におい   

て業務上の事由による傷病と認定される一方で新船員保険においては職務   

外の事由による傷病と認定されたり、労災保険において業務外の事由による   

傷病と認定される一方で新船員保険において職務上の事由による傷病と認   

定されたりすることのないよう、配慮する必要がある。  

○ このため、職務上特別給付部門の給付であって労災保険からの給付と併せ   

て上乗せとして支給されるものについては、労災保険からの給付が行われる   

場合にのみ支給するとともに、労災保険からの給付が行われる場合には、新   

船員保険の被保険者資格等の確認に基づき、新船員保険からの給付を行うこ   

とが適当である。  

○ 現行の職務上疾病・年金部門の給付については、給付の請求に当たっての   

利便性を確保するため、労災保険の給付申請を受理する労働基準監督署及び   

新船員保険の給付申請を受理する機関の連携について検討するべきである。  

（2）各論  

（労務不能の認定）  

○ 労災保険の休業（補償）給付は労務不能の認定を要するが、その上乗せと   

して支給される給付については、労災保険から基本となる給付が行われるこ   

とを要件とすることから、実行上、労災保険の労務不能の認定に合わせるこ   

とが原則とはなるが、船員労働の特殊性も考慮し、検討する必要がある。  
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（障害認定）  

（）障害認定基準については、現在でも船員保険と労災保険で一致しているた   

め、職務上特別給付部門の給付についても、特段の見直しは必要ない。  

（賃金との調整）  

（）労災保険においては、休業（補償）給付は賃金が支払われない日に給付さ   

れることとなっている。これは、労働災害により職務に服することのできな   

くなった者に対する所得保障を行うという休業（補償）給付の趣旨を踏まえ   

たものである。船員保険の傷病手当金については、現在、このような規定は   

設けられていないが、休業（補償）給付の趣旨を踏まえ、制度見直し後に新   

船員保険から休業（補償）給付の上乗せとして支給される給付についても、   

同様の規定を設ける必要がある。また、乗船時の給付制限については、現行   

どおりとすべきである。  

（障害厚生年金等が支給される場合の支給停止）  

○ 障害厚生年金、障害基礎年金、遺族厚生年金及び遺族基礎年金が支給され   

る場合については、職務上特別給付部門の給付についても必要な給付調整を   

行うことが適当である。  

（休業（補償）給付の待期期間に係る給付）  

（⊃ 船員保険においては、傷病手当金の受給に当たっての待期期間は設けられ   

ていない。一方、労災保険の休業（補償）給付には3日間の待期期間が設け   

られていることから、労災保険への統合後は、新船員保険から休業（補償）   

給付の上乗せとして3日間の待期期間に係る給付を行うべきである。  

（労災保険の年齢階層別の限度額に応じた給付）  

（⊃ 労災保険においては、休業（補償）給付、障害（補償）年金、傷病（補償）   

年金等について、被災労働者の年齢に応じて給付基礎日額の最低限度額及び   

最高限度額が定められている。船員保険においてはこのような限度額は定め   

られていないことから、労災保険への統合後は、最高限度額によって給付水   

準が頭打ちとなる者に対し、新船員保険から調整された部分に相当する給付   

を行うべきである。  

Ⅳ 福祉事業   

船員保険の福祉事業については、労災保険における労働福祉事業及び雇用保険に  

おける雇用安定事業等との整合性を図ることを基本とし、労働福祉事業又は雇用安  
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定事業等の枠組みで実施することができる事業については、それぞれの事業として  

実施することが適当である。その際、労働福祉事業及び雇用安定事業等については、  

現在、行政改革推進法等を踏まえ、徹底的な見直しを行っているところであること  

から、船員保険の福祉事業として行われている事業についても、その必要性、効率  

性等を精査すべきである。また、これら以外の事業については、事業内容を精査し  

た上で、船員労働の特殊性を踏まえて維持することが適当な事業及び医療保険の保  

険者として実施することが必要な事業については、引き続き新船員保険の福祉事業  

として実施すべきである。  

1 労災保険の労働福祉事業  

○ 労働福祉事業においては、労災保険の適用事業に係る労働者及びその遺族を   

対象に福祉の増進を図るための事業を実施しているが、統合後は船員について   

も労災保険の給付対象となることから、船員及びその遺族についても労働福祉   

事業の対象とする必要がある。  

○ 船員保険の福祉事業で実施している以下の事業については、労働福祉事業に   

おいて同様又は類似の事業が実施されていることから、その必要性を精査し、   

労働福祉事業の枠組みの中で実施することとすべきである。  

（就学援護責の支給）  

○ 就学援護真の支給については、労働福祉事業において同様の事業が実施され   

ており、船員及びその遺族に対する当該事業については、労災保険への統合後   

は労働福祉事業として実施することが適当である。  

（整形外科療養の実施）  

○ 整形外科療養の実施についても、労働福祉事業において同様の事業が実施さ   

れており、船員に対する当該事業については、労災保険への統合後は労働福祉   

事業として実施することが適当である。  

（未払賃金の立替払事業の実施）  

○ 未払賃金立替払事業は、賃金の支払の確保等に関する法律に基づく事業であ   

るが、統合後も同法に基づく事業として労働者健康福祉機構において実施する。   

なお、船員については特例が設けられ、事実上の倒産の認定、未払賃金の額の   

確認等について、地方運輸局長に権限が付与されているが、これらについては、   

監督機関からの本来的な使用者責任の追及と相まって立替弘美務が行われる   

ことが事業の健全な運営を図る上で必要不可欠であることから、労災保険統合   

後も引き続き地方運輸局において実施することが適当である。  
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（健康管理手帳制度の実施）  

○ がんその他の重度の健康障害を生じるおそれのある業務に従事していた者   

に係る健康管理手帳の交付については、船員以外の労働者に対しては労働安全   

衛生法に基づく事業として都道府県労働局が実施しているが、船員に対しては   

国土交通省が手帳の交付を、社会保険庁が船員保険の福祉事業として無料健康   

診断を実施している。労災保険への統合後においては、手帳の交付要件等にお   

ける船員以外の労働者との均衡を考慮しつつ、引き続き国土交通省において手   

帳の交付を行うこととし、無料健康診断については労災保険の労働福祉事業と   

して実施することが適当である。  

（船員災害防止対策事業の実施）  

○ 船員災害の防止に関する活動を行っている船員災害防止協会※への補助事業   

については、建設業、港湾業、陸上貨物業、林業、鉱業と同様に、災害が多く   

発生していること、船員の作業環境・内容や災害防止対策が特殊であること等   

を踏まえると、船員に着目した安全衛生対策の実施がひいては全体の労災保険   

給付の抑制にも資するものと考えられることから、労働福祉事業として実施す   

る。また、労働福祉事業において行われている見直しを踏まえ、事業の内容等   

について検討する。なお、船員保険の福祉事業として実施している衛生担当者   

講習会については、事業の効率性に鑑み、船員災害防止協会において実施する   

ことが適切であることから、船員災害防止協会が行う事業に統合し実施するこ   

とが適当である。  

※ 船員災害防止協会は「船員災害防止活動の促進に関する法律（昭和42年法律第61号）」   

に基づき、船員の安全の確保及び船内の衛生の向上のための対策を自主的に推進すること   

により、船員災害を防止することを目的に設置された団体である。  

2 雇用保険の雇用安定事業等  

○ 雇用安定事業等においては、失業等給付の附帯事業として、失業の予防、雇   

用機会の増大、労働者の能力開発等に関する事業を実施しているが、統合後は   

船員についても雇用保険の対象となることから、船員に関しても雇用安定事業   

等の対象とすることが適当である。  

（船員雇用安定事業の実施）  

○ 現在、船員保険の福祉事業として、日本船員福利雇用促進センター（SEC   

OJ）※において、船員の職業及び生活の安定のため、雇用促進等事業が実施   

されている。一方、雇用保険においては、失業等給付の事業に資することを目   

的として、雇用安定事業等として、同様の事業が行われている。  
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※ 日本船員福利雇用促進センターは「船員の雇用の促進に関する特別措置法（昭和52年   

法律第96号）」に基づき、船員の雇用の促進等を図ることを目的に指定された団体であ   

る。  

○ 雇用保険への統合後は、これらの事業について、当該事業の性格及び雇用安   

定事業等の趣旨を踏まえ、雇用安定事業等として対応することが適当である。  

（移転費の支給及び就職促進手当の支給）  

○ 船員保険の福祉事業として実施していた移転真の支給については、雇用保険   

における移転費と同様のものであることから、統合後は雇用保険において支給   

することが適当である。また、同事業で実施していた就職促進手当の支給につ   

いては、平成3年度以降支給実績がないことから廃止することが適当である。  

3 新船鼻保険の福祉事業  

○ 船員保険の福祉事業のうち、労働福祉事業及び雇用安定事業等の枠組みで   

は実施できない事業については、事業内容を精査した上で、船員労働の特殊性   

を踏まえて維持することが適当な事業及び医療保険の保険者として実施する   

ことが必要な事業については、引き続き新船員保険の福祉事業として実施する   

こととすべきである。  

（生活習慣病予防健診事業の実施等）  

○ 平成20年度以降、生活習慣病の予防に関する保険者の役割が明確化され、   

被保険者・被扶養者に対する効果的・効率的な健診■保健指導を船員保険法に   

より義務付けられることから、生活習慣病予防健診事業、巡回相談事業の重要   

性は今後も増大するものと見込まれるほか、高額医療費・出産費貸付事業の実   

施についても、医療保険者の福祉事業として重要性が高い。このため、引き続   

き新船員保険の福祉事業として実施すべきである。なお、健診及び保健指導の   

義務化を踏まえて、事業の実施体制等について検討が必要である。  

（無線医療センターの運営及び洋上救急医療の援護）  

○ 無線医療センターの運営及び洋上救急医療の援護については、労働場所が海   

上であるという船員労働の特殊性を踏まえた事業であることから、新船員保険   

の福祉事業として引き続き実施すべきである。  

（船員保険講習会の開催）  

○船員保険の福祉事業として実施している船員保険講習会の開催については、   

事業内容を精査した上で、新船員保険を担う公法人の事務として実施すべき   

である。  
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（福祉施設の在り方）   

■く検討の背景＞  

○ 宿泊施設に関する閣議決定、累次の審議会の意見、昨年の年金・健康保険の   

福祉施設をめぐる国会での法案審議等を踏まえ、国としては、保有する保養施   

設等（診療所、健康管理センターを含む。）を廃止し、病院についても整理合   

理化を進めていくことが求められており、船員保険の福祉施設も同様の状況に   

ある。  

○ また、こうした国が保有する福祉施設の整理合理化が進められている中では、   

新船員保険の運営主体となる公法人においても福祉施設を保有することは困   

難な状況にある。  

○ 船員保険の福祉施設に要する経費（運営貴、整備責等）は、年金及び健康保   

険の福祉施設と異なり、保険給付に要する糞用とは区分され、全額が船舶所有   

者の負担による保険料により賄われているが、今後、船舶所有者は職務上年金   

部門の財政方式の変更に伴う積立金差額の償却に係る費用の負担等を賄わな   

くてはならない状況にある。   

＜対応の方向＞  

○ 船員保険の福祉施設については、船員の海上勤務の特殊性を踏まえて、疲労   

回復、静養、家族との団らんの場の提供等を目的としており、船員の福利厚生   

の向上に大きな役割を果たしてきた。  

○ このうち保養所等の宿泊施設については、船舶所有者の代表者、被保険者の   

代表者及び保険者の三者で構成する「船員保険福祉施設問題懇談会」において、   

これまでも福祉施設の在り方について協議・検討し、その見直しを行ってきて   

おり、過去最大70施設であったものを現在14施設までに減少させ、整理合   

理化を進めてきた。  

○ これは、上記の国の保有する福祉施設の整理合理化の方針にも沿ったもので   

あったが、依然として、施設整備費、経営委託費を受けても赤字経営の施設が   

見られること、さらに、公法人において福祉施設を保有することが難しい状況   

であること等も踏まえ、今後も引き続き、船員保険福祉施設の整理合理化に取   

り組む必要がある。  

0 この場合、保養施設等が、船員の福利厚生にこれまで果たしてきた役割に鑑   

み、今後も船員の福利厚生が確保される方策を検討する必要がある。また、新  
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船員保険で行うべき福祉事業のうち、無線医療センターの運営や全国の漁港を  

巡回して実施する生活習慣病予防健診等については、洋上で負傷した場合等に  

医療機関にかかることができないという船員労働の特殊性や、船員の健康管理  

を行うという保険者としての役割を担っているため、施設の整理合理化が行わ  

れる場合であっても、これらの事業が適切に実施される方策を検討することが  

必要である。さらに、船員保険病院については、地域医療に果たす役割等にも  

留意しつつ検討することが必要である。  

○ 以上を踏まえ、整理合理化の具体的な進め方など福祉施設の取扱いについて   

は、新船員保険制度発足までの間、福祉施設に関する各方面の議論にも留意し   

つつ、船員保険被保険者及び船舶所有者の意見を十分配慮して、引き続き検討   

することが必要である。  

Ⅴ 運営主体  

1 新船鼻保険  

（1）保険者  

（検討の背景）  

○ 船員保険法に基づく給付の中には、船員労働の特殊性を踏まえ、ILO条   

約や船員法において定められている船員独自の給付がある。新船員保険事業   

の運営主体には、このような船員独自の給付及び職務外疾病部門の給付を、   

将来的に、安定して提供していくことが求められる。  

○ 政管健保では、平成20年10月に国から切り離された全国単位の公法人   

（全国健康保険協会）が保険者として設立され、事業主及び被保険者が保険   

運営について一定の責任を持つ仕組みが導入される。新船員保険の運営につ   

いても、船舶所有者及び船員保険被保険者が責任を持って、その任に当たる   

ことが求められる。  

○ 公法人の保険運営に当たっては、全国各地に所在する船員に対し、給付を   

適切に提供するための体制を確保することが必要である。一一方、船員保険の   

被保険者は約6万3千人（平成17年度現在。政管健保の被保険者は約1，   

900万人）となっており、このような保険集団の規模に応じた適切なコス   

トによる運営が必要である。  
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（〕なお、船員保険の職務上疾病・年金部門及び失業部門による給付の大部分   

は、労災保険及び雇用保険による給付に相当するものであり、労災保険及び   

雇用保険への統合後に新船員保険で行う職務上特別給付部門の給付の占め   

る割合は限られている。このため、公法人の業務の多くは、職務外疾病部門   

となる。  

（新船員保険の運営主体）  

○ 新船員保険の運営主体としては、全国健康保険協会において保険運営を行   

う場合と、独自の公法人を設ける場合の2つが考えられ、以下のとおり、運   

営コスト、運営方針の決定の観点から検討を行った。  

①運営コストについて   

法人運営のためには一定の事務責が必要であり、可能な限り法人運営に   

要する経費を縮減する要請も働いているが、全国健康保険協会が運営主体   

となる場合には、独自の公法人を設ける場合に比べ、間接部門を中心とし   

て新船員保険で負担すべき経費の縮減が可能となる。  

・また、全国健康保険協会は、船員保険の職務外疾病部門と同様の医療保   

険業務を全国に支部を設けて行うため、同協会で新船員保険に係る業務を   

実施する場合には、支部における業務も含め、効率的な業務実施とともに、   

安定した事務実施体制が期待される。  

②運営方針の決定について  

・独自の公法人を設けた場合には、船員関係者及び学識経験者で構成され   

る運営委員会において、保険料率を設定し、福祉事業の実施内容を決定す   

ることが考えられるが、この場合であっても、その決定を実施する実務担   

当組織をどう構築するかが問題となる。また、新船員保険の保険料率その   

ものも、被保険者数及び財政規模を勘案すると全国一律となると考えられ   

る。  

・一方、全国健康保険協会において新船員保険を運営する場合にも、全国   

健康保険協会の運営委員会の下に、船員保険被保険者、船舶所有者及び学   

識経験者から成る船員保険協議会（仮称）を設け、保険料率の設定等船員   

保険事業の運営上必要な事項を実質的に決定することができるものと考   

えられる。この場合、新船員保険の保険料率の設定等船員保険事業の運営   

上必要な事項を決定するに際しては、船員保険協議会（仮称）の意見が尊   

重されなければならないこととする等を法令に規定することを含めた措   

置を講じることにより、船員関係者の意見を反映させることは十分可能と   

考えられる。また、IJO条約や船員法を背景として船員労働の特殊性に   

より認められている給付については、基本的に法律で規定されることにな  
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るため、全国健康保険協会の場合でも確保されるものである。  

○ 以上のように運営コストを抑え、効率的、安定的な業務を実施する上では、   

全国健康保険協会を運営主体とするメリットが大きい。運営方針の決定に船   

員関係者の意思を反映させる上では、全国健康保険協会においても十分にこ   

れを行うことは可能である。これらの点を総合的に判断すれば、全国健康保   

険協会を新船員保険の運営主体とすることが適当と考えられる。  

○ なお、全国健康保険協会で新船員保険に関する業務が行われる場合には、   

新船員保険に係る会計とその他の会計を明確に区分するとともに、新船員保   

険側で運営コストについて自らの運営に必要な負担を行い、政管健保を構成   

する事業主、被保険者の負担と明確に区分されるようにすることが必要であ   

る。また、新船員保険についても政管健保と同様、準備金の積立てや、保険   

料率に関する必要な国の指導監督措置を講ずる必要がある。  

○ また、将来的に新船員保険制度に係る重要な見直しが行われる場合には、   

船員被保険者及び船舶所有者の意見が反映できるような検討の場を設ける   

ことが必要である。  

（2）適用・徴収業務  

○ 新船員保険及び厚生年金保険が適用される船舶所有者は重なっているこ   

とから、事務の効率性や船舶所有者の負担軽減等の観点から、適用及び徴収   

業務については、年金運営組織において行うことが適当である。  

（3）不服審査  

○ 現在、船員保険の給付に不服がある場合には、社会保険審査官及び社会保   

険審査会に審査請求を行うこととされている。一方、労災保険の給付に不服   

がある場合には、労災保険審査官及び労働保険審査会に審査請求を行うこと   

とされている。  

○ 今後は、職務上特別給付部門の給付であって労災保険からの給付と併せて   

上乗せとして支給されるものは、その審査請求は、社会保険審査官及び社会   

保険審査会に対して行うことが適当である。なお、労災保険からの給付が認   

められることが給付の前提となることから、労災保険の給付決定の適否につ   

いては労災保険審査官及び労働保険審査会に対して行うことが適当である。  

－27－   




